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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　走行中の被圧延材を上下から圧下して圧延する上下の作業ロールと、前記上下の作業ロ
ールのギャップを制御するロールギャップ制御装置を有する１台以上の圧延機を備える圧
延装置であって、
　前記作業ロールが前記被圧延材に加える荷重を検出する荷重検出手段と、
　前記圧延機入側および出側の前記被圧延材の速度を検出する被圧延材速度検出手段と前
記圧延機入側および出側の被圧延材の張力を測定する張力検出手段の少なくともいずれか
一方と、
　前記圧延機の作業ロールを駆動する電動機の速度を検出する電動機速度検出手段と、
　前記圧延機入側および出側の前記被圧延材の張力指令または前記電動機の速度指令を演
算する張力・速度指令演算手段と、
　前記電動機速度検出手段により測定された速度実績と前記速度指令から、前記電動機の
速度を制御する速度制御手段と、
　前記作業ロールの位置を演算するロール位置演算手段と、
　前記被圧延材の走行中に前記作業ロールの前記被圧延材に対する開放・閉め込みを行う
制御を担う走間ロール開放・閉め込み指令演算装置とを備え、
　該走間ロール開放・閉め込み指令演算装置は、
　前記被圧延材を停止することなく、前記荷重を増加または減少させる制御を行う手段と
、
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　前記被圧延材が弾性変形状態に到達した状態で、前記荷重を一定の状態に保持する制御
を行う手段と、
　圧延状態の前記被圧延材を圧延時の速度から極低速度に減速し、前記圧延機入側および
出側の前記被圧延材の張力が等しい状態で、前記ロールギャップ制御装置を用いて、前記
作業ロールの前記被圧延材に対しての閉め込み状態から、前記被圧延材と非接触状態とな
る開放制御を行い、
　前記被圧延材の速度が通常の圧延時の速度よりも低い極低速度の状態、かつ、前記圧延
機入側および出側の前記被圧延材の板速度または張力が等しい状態で、前記ロールギャッ
プ制御装置を用いて、前記作業ロールを、前記被圧延材に対して非接触の開放状態から閉
め込んだ後、通常の圧延時の速度まで加速する制御を行う手段を含んでなる
　ことを特徴とする圧延装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の圧延装置において、
　前記走間ロール開放・閉め込み指令演算装置は、前記荷重の増減時および前記作業ロー
ルの開放、閉め込み時、前記作業ロールのベンダ圧力を補正する制御を行う
　ことを特徴とする圧延装置。
【請求項３】
　請求項1または請求項２に記載の圧延装置において、
　前記走間ロール開放・閉め込み指令演算装置は、前記被圧延材の速度が３０メートル／
分未満の状態で前記作業ロールの開放、閉め込みの制御を行う
ように制御することを特徴とする圧延装置。
【請求項４】
　請求項１から請求項３のうちの何れか一項に記載の圧延装置において、
　前記走間ロール開放・閉め込み指令演算装置は、前記被圧延材速度検出手段によって検
出される前記被圧延材の圧延機入側と出側の速度から、前記圧延機入側と出側の被圧延材
の速度比を求め、前記被圧延材が塑性変形状態かまたは弾性変形状態かを判定する速度比
圧延判定手段を有する
　ことを特徴とする圧延装置。
【請求項５】
　請求項１から請求項４のうちの何れか一項に記載の圧延装置において、
　前記走間ロール開放・閉め込み指令演算装置は、前記張力検出手段によって検出された
前記圧延機入側および出側の前記被圧延材の張力の変動から、前記被圧延材の塑性変形か
ら弾性変形への遷移または前記被圧延材の弾性変形から塑性変形への遷移を検出する張力
圧延判定手段を有する
　ことを特徴とする圧延装置。
【請求項６】
　走行中の被圧延材を上下から圧下して圧延する上下の作業ロールと、前記上下の作業ロ
ールのギャップを制御するロールギャップ制御装置を有する１台以上の圧延機を備える圧
延装置の制御方法であって、
　制御装置が、
　前記被圧延材を停止することなく、前記上下の作業ロールが前記被圧延材に加える荷重
を増加または減少させる第１工程と、
　前記被圧延材が弾性変形状態に到達した状態で、前記荷重を一定の状態に保持する第２
工程と、
　前記被圧延材の速度が通常の圧延時の速度よりも低い極低速度の状態、かつ、前記圧延
機入側及び出側の前記被圧延材の少なくとも張力および板速度のうちの何れかが等しい状
態で、前記ロールギャップ制御装置を用いて、前記作業ロールの前記被圧延材に対しての
閉め込み状態からの前記被圧延材に対しての開放または前記作業ロールの前記被圧延材に
対しての開放状態からの前記被圧延材への閉め込みを行う第３工程とを
　含むことを特徴とする圧延装置の制御方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧延機に係り、より詳細には作業ロールの開放、閉め込みを行う圧延装置お
よびその制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、冷間圧延機において、特にタンデム圧延機と呼ばれる複数の圧延機が連続する連
続圧延機においては、連続圧延機の入側において被圧延材を溶接し、被圧延材（コイル）
を連続で圧延している。ここで、圧延製品は、コイル毎に鋼種、板厚、板幅などが異なる
ため、溶接部が圧延機を通過する際に、圧延スケジュールを変更する処理を行っている。
【０００３】
　しかしながら、現在圧延しているコイルと、次に圧延するコイルとの板幅、板厚、材質
等が大幅に異なる場合、溶接部において被圧延材が破断する恐れがあるため、溶接部通過
時に圧延機を一旦停止し、作業ロールをコイルから開放し、コイルの溶接部を通過させて
から、再度圧延運転を開始する手法が取られている。
　なお、本願に係る文献公知発明としては、下記の特許文献１、２がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－３４０３９号公報
【特許文献２】特開昭５８－１６８４１０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、上述の場合、圧延機が停止した箇所の被圧延材には作業ロールのストップマ
ークが発生し、さらに溶接部を通過させて作業ロールを閉め込み、圧延運転を再開するた
め、運転が再開して所望の板厚が得られるまでの間の材料は、オフゲージとなり歩留まり
が低下する。また、圧延機を停止させ、作業ロールを開放し、溶接部（溶接点）が通過す
るまで被圧延材を送り出し、再度作業ロールの閉め込みを行い、運転を再開するため、操
業効率も低下する。
【０００６】
　作業ロールの交換作業についても、圧延機を停止しなければならないため、被圧延材に
ストップマークが発生し、製品の歩留まりが低下すると同時に、圧延機を停止してから作
業ロールを被圧延材から開放し、作業ロールを交換、作業ロールの被圧延材への閉め込み
が終わるまで、操業することができないため、圧延の操業効率が低下する。
　そこで、圧延操業を継続しながら、作業ロールを被圧延材から開放、被圧延材に接触さ
せることができれば、圧延機を停止させる必要が無くなり、歩留まりと生産効率が向上す
る。また、走間での作業ロール組替（交換）や、圧延で使用するスタンド数の変更など、
連続圧延機の操作性を著しく向上させることができる。
【０００７】
　しかし、圧延操業中に作業ロールを開放、接触させることは容易ではなく、これまで、
様々な研究がなされているが、実際に操業現場に適用できる技術は少ない。
　圧延中に作業ロールを開放、閉め込みする場合の問題点としては、作業ロール開放、閉
め込みの過程で、圧延状態が不安定になり、被圧延材が破断すること、または、作業ロー
ルを被圧延材から開放、接触させる際に作業ロールが被圧延材とスリップし、被圧延材お
よび作業ロールに傷が発生することが挙げられる。
【０００８】
　被圧延材等の金属帯に応力を加えると変形するが、応力を加えた後に、元の状態に戻る
一時的な変形は弾性変形、応力を加えた後に、変形したままの状態になる永久的な変形は
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塑性変形と称される。そして、弾性変形から塑性変形に移行する際に発生する応力を、降
伏点と称す。
　圧延の状態において、被圧延材は、作業ロール前後の張力と作業ロールで印加される荷
重によって、塑性変形しており、圧延機入側の板厚より圧延機出側の板厚が薄い状態とな
っている。この圧延機入側と出側の板厚の差を圧下量という。
【０００９】
　作業ロールの荷重を減少させると、圧下量が減少するが、荷重が降伏点より小さくなる
と、塑性変形から弾性変形へ移行した場合、圧下量が零または極端に小さくなる。このと
き、圧延機入側の被圧延材の速度が増加、圧延機出側の被圧延材の速度が減少し、圧延機
入側および出側の張力が急激に増加する。
　また弾性変形の状態から、作業ロールの荷重を増加させると、ある点で、降伏点を超え
、塑性変形状態に移行する。
【００１０】
　このとき、急激に圧下量が増加するため、圧延機入側の被圧延材の速度が減少、圧延機
出側の被圧延材の速度が増加するため、圧延機入側および出側で張力が急激に減少する。
　通常の圧延速度において、被圧延材の張力が急激に変動すると、圧延が不安定になり、
絞りと呼ばれる形状不良が発生したり、板端部の張力が上昇するなどして、被圧延材が破
断したりする。
　また、作業ロールを被圧延材から引き離す場合には、作業ロールを駆動するモータのト
ルクが変動するために作業ロールの速度が変化する、また、被圧延材の速度が変化し、被
圧延材と作業ロールがスリップする。一方、作業ロールを被圧延材へ接触させる際には、
作業ロールと被圧延材の速度差により、作業ロールと被圧延材がスリップする。
【００１１】
　すなわち、走間(被圧延材の走行中)にて作業ロールを開放、閉め込みする際には、作業
ロールと被圧延材の速度に差が発生することから、スリップや擦り傷が発生する。
　また、作業ロールを開放、閉め込みする段階で、被圧延材が塑性変形から弾性変形、ま
たは弾性変形から塑性変形へ急激に移行するため、張力が大きく変動したり、形状が悪化
したりして、絞りや板破断の原因となる。
【００１２】
　そのため、当業者においては、張力の変動量を最小限に留め、被圧延材と作業ロールに
スリップを発生させずに、作業ロールの開放、および閉め込みができる方法と装置が求め
られている。
　従って、圧延材および作業ロールに傷を発生させることなく、作業ロールの開放、閉め
込みができることが技術課題となっている。
　本発明は上記実状に鑑み、被圧延材および作業ロールにスリップおよび傷を発生させる
こと無く、作業ロールの開放、閉め込みが可能となる圧延装置およびその制御方法の提供
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するべく、第１の本発明に関わる圧延装置は、走行中の被圧延材を上下
から圧下して圧延する上下の作業ロールと、上下の作業ロールのギャップを制御するロー
ルギャップ制御装置を有する１台以上の圧延機を備える圧延装置であって、作業ロールが
被圧延材に加える荷重を検出する荷重検出手段と、圧延機入側および出側の被圧延材の速
度を検出する被圧延材速度検出手段と圧延機入側および出側の被圧延材の張力を測定する
張力検出手段の少なくともいずれか一方と、圧延機の作業ロールを駆動する電動機の速度
を検出する電動機速度検出手段と、圧延機入側および出側の被圧延材の張力指令または電
動機の速度指令を演算する張力・速度指令演算手段と、電動機速度検出手段により測定さ
れた速度実績と速度指令から、電動機の速度を制御する速度制御手段と、作業ロールの位
置を演算するロール位置演算手段と、被圧延材の走行中に作業ロールの被圧延材に対する
開放・閉め込みを行う制御を担う走間ロール開放・閉め込み指令演算装置とを備え、該走
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間ロール開放・閉め込み指令演算装置は、被圧延材を停止することなく、荷重を増加また
は減少させる制御を行う手段と、被圧延材が弾性変形状態に到達した状態で、荷重を一定
の状態に保持する制御を行う手段と、圧延状態の被圧延材を圧延時の速度から極低速度に
減速し、圧延機入側および出側の被圧延材の張力が等しい状態で、ロールギャップ制御装
置を用いて、作業ロールの被圧延材に対しての閉め込み状態から、被圧延材と非接触状態
となる開放制御を行い、被圧延材の速度が通常の圧延時の速度よりも低い極低速度の状態
、かつ、圧延機入側および出側の被圧延材の板速度または張力が等しい状態で、ロールギ
ャップ制御装置を用いて、作業ロールを、被圧延材に対して非接触の開放状態から閉め込
んだ後、通常の圧延時の速度まで加速する制御を行う手段を含んでなる。
【００１４】
　第２の本発明に関わる圧延装置の制御方法は、走行中の被圧延材を上下から圧下して圧
延する上下の作業ロールと、上下の作業ロールのギャップを制御するロールギャップ制御
装置を有する１台以上の圧延機を備える圧延装置の制御方法であって、制御装置が、被圧
延材を停止することなく、上下の作業ロールが被圧延材に加える荷重を増加または減少さ
せる第１工程と、被圧延材が弾性変形状態に到達した状態で、荷重を一定の状態に保持す
る第２工程と、被圧延材の速度が通常の圧延時の速度よりも低い極低速度の状態、かつ、
圧延機入側及び出側の被圧延材の少なくとも張力および板速度のうちの何れかが等しい状
態で、ロールギャップ制御装置を用いて、作業ロールの被圧延材に対しての閉め込み状態
からの被圧延材に対しての開放または作業ロールの被圧延材に対しての開放状態からの被
圧延材への閉め込みを行う第３工程とを含んでいる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、被圧延材および作業ロールにスリップおよび傷を発生させることなく
、作業ロールの開放、閉め込みが可能となる圧延装置およびその制御方法を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明に係る実施形態の走間ロール開放、閉め込みシステムの簡単な構成例のシ
ングルスタンドの圧延装置Ｓを示す概念図である。
【図２】(ａ)は、走間(被圧延材１が走行中)の作業ロールの被圧延材からの開放動作時の
圧延機の電動機による作業ロールの速度である圧延機速度を示す図であり、(ｂ)は、走間
の被圧延材に対する圧延荷重、作業ロールのベンダ圧力を示す図であり、(ｃ)は、走間の
圧延機入側および出側の張力実績を示す図であり、(ｄ)は、走間の圧延機入側および出側
の被圧延材の速度実績を示す図である。
【図３】走間の作業ロールの被圧延材からの開放の動作フローの例を示す図である。
【図４】(ａ)は、走間の被圧延材走行中の上・下作業ロールの被圧延材への閉め込み動作
時の圧延機の電動機による作業ロールの速度の圧延機速度を示す図であり、(ｂ)は、走間
の被圧延材に対する圧延荷重、作業ロールのベンダ圧力を示す図であり、(ｃ)は、走間の
圧延機入側および出側の張力実績を示す図であり、(ｄ)は、走間の圧延機入側および出側
の被圧延材の速度実績を示す図である。
【図５】走間(被圧延材走行中)に上・下作業ロールを被圧延材に閉め込む際の動作フロー
を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施形態について添付図面を参照して説明する。
　図１は、本発明に係る実施形態の走間ロール開放、閉め込みシステムの簡単な構成例の
シングルスタンドの圧延装置Ｓを示す概念図である。
【００１８】
＜＜圧延装置Ｓの概要＞＞
　本発明に係る実施形態の圧延装置Ｓは、被圧延材１の溶接部が圧延を担う上・下作業ロ
ールＲｓ１、Ｒｓ２を通過する際に、６０ｍｐｍ(メートル／分)以下の低速操業中に被圧
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延材１から作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を予め決められた手順に従って離脱させ、被圧延材
１が塑性変形状態から弾性変形状態に至ったかを判定し、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ
２と被圧延材１とを非接触状態とする。その後、被圧延材１が６０ｍｐｍ以下の低速の操
業中に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を被圧延材１に接触させ、被圧延材１が弾性変形
状態から塑性変形状態に至ったかを判定し、予め決められた手順に従って段階的に圧延状
態へ遷移させることで、圧延操業中に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の開放、閉め込み
を行う。
【００１９】
　このように、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２と被圧延材１とが６０ｍｐｍ以下の低速
で、被圧延材１が塑性変形状態か弾性変形状態かを判定し、予め決められた手順に従って
、段階的に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を、被圧延材１から離脱させるとともに、被
圧延材１に接触させるため、被圧延材１および上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２に傷を発
生させることがなく、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の被圧延材１からの開放および被
圧延材１への閉め込みが可能となる。
【００２０】
　また、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２と被圧延材１とのスリップを防止し、さらに安
定的に圧延状態に遷移させることができる。
　具体的には、被圧延材１が６０ｍｐｍ以下の低速状態へスムーズに移行するように、ラ
インの加速・減速レートの変更、被圧延材１の張力、および圧延荷重を段階的に変化させ
ることにより、被圧延材１が塑性変形状態から弾性変形状態へスムーズに移行し、また、
被圧延材１が弾性変形状態から塑性変形状態へスムーズに移行することが可能である。
　この被圧延材１の弾性変形および塑性変形の圧延状態は、圧延機３の入側または出側の
張力実績値の変動、または圧延機入側および出側の被圧延材１速度比の実績により、検出
することができる。
【００２１】
　以下、圧延装置Ｓについて詳細に説明する。
＜＜圧延装置Ｓの全体構成＞＞
　圧延装置Ｓは、被圧延材１に対して圧延を行う圧延機３の被圧延材１の入側に、被圧延
材１を圧延機３に向けて繰り出すとともにその速度を制御する入側速度制御ロール２が設
置され、また、圧延機３の被圧延材１の出側に被圧延材１をコイル５として巻き取るテン
ションリール４が設置されている。
　なお、入側速度制御ロール２は、被圧延材１の速度を制御できる機構であればよく、被
圧延材１をロールで挟むピンチロールのような機構や、速度制御機能の付いた巻き出しリ
ール、または巻き取り側リールに速度制御機能がついている形態などでもよい。
【００２２】
　圧延機３の被圧延材１の入側には、圧延機３の入側の被圧延材１の張力を検出する圧延
機入側張力検出器９と、圧延機３の入側の被圧延材１の速度を検出する圧延機入側速度検
出器６とが設置されている。
　また、圧延機３の被圧延材１の出側には、圧延機３の出側の被圧延材１の張力を検出す
る圧延機出側張力検出器１０と、圧延機３の出側の被圧延材１の速度を検出する圧延機出
側速度検出器７とが設置されている。
【００２３】
　圧延機入側・出側速度検出器６、７は、例えば、被圧延材１に対して少し斜めからレー
ザ光をあててその反射光の入射光との波長の変化から速度変化を読み取る装置等が用いら
れる。
　圧延機入側・出側張力検出器９、１０は、例えば、被圧延材１にそれぞれロール９ｒ、
１０ｒをあてて、被圧延材１からロール９ｒ、１０ｒに加わる荷重から被圧延材１の張力
を読み取る装置等が用いられる。なお、圧延機入側・出側速度検出器６、７および圧延機
入側・出側張力検出器９、１０は、上記構成に限定されないことは勿論である。
【００２４】
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　圧延機３には、上下独立にそれぞれ上ロール位置制御装置５１、下ロール位置制御装置
５２が設けられており、これらの上ロール位置制御装置５１、下ロール位置制御装置５２
により、上作業ロールＲｓ１と下作業ロールＲｓ２の高さ位置は、独立して操作すること
が可能となっている。
　上ロール位置制御装置５１、下ロール位置制御装置５２は、それぞれロール位置指令演
算装置６１の制御指令によって、独立して制御される。
【００２５】
　また、下作業ロールＲｓ２の上部または上作業ロールＲｓ１の下部に加わる荷重を検出
する荷重検出器８が設置されており、この荷重検出器８により、上・下作業ロールＲｓ１
、Ｒｓ２によって被圧延材１に加えられる圧延荷重が測定されている。
【００２６】
　張力・速度指令演算装置６２は、被圧延材１を繰り出す入側速度制御用ロール２の速度
制御装置４０に電動機２０の速度指令を出力するとともに、圧延機３の速度制御装置４１
に電動機２１の速度指令を出力する。各速度制御装置４０、４１は、各々の電動機２０、
２１の速度検出器３０、３１により、各電動機２０、２１の回転速度を検出し、それぞれ
の電動機２０、２１が張力・速度指令演算装置６２で演算した速度指令で回転するように
制御する。
【００２７】
　電流指令演算装置６３は、圧延機３の出側の被圧延材１に張力を加えるテンションリー
ル４の張力目標値と、圧延された被圧延材１が巻き取られたコイル５の直径および張力・
速度指令演算装置６２の速度指令とから、所望の張力を得るためのテンションリール駆動
電動機２２の電流指令を演算する。そして、電流指令演算装置６３で演算した電流指令が
入力される電流制御装置４２は、テンションリール駆動電動機２２の電流が電流指令演算
装置６３にて演算した電流指令に等しくなるように、テンションリール駆動電動機２２を
制御する。
【００２８】
　通常の圧延状態に於いては、入側速度制御ロール２による被圧延材１の速度の増減によ
って、圧延機３入側の被圧延材１の張力を制御し、被圧延材１は、圧延機３により所望の
板厚に圧延された後に、テンションリール５に巻き取られる。
　走間ロール開放・閉め込み指令演算装置６０は、圧延装置Ｓを統括的に制御する演算装
置であり、後記する走間(被圧延材１が走行中)の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の被圧
延材１からの開放、閉め込みの制御等を統括的に行っている。
【００２９】
　すなわち、走間ロール開放・閉め込み指令演算装置６０は、上・下ロール位置制御装置
５１、５２を制御するロール位置指令演算装置６１へロール閉め込み指令を出力するとと
もに、張力・速度指令演算装置６２に対する速度制御装置４０、４１への被圧延材１の速
度指令、出側の電流指令演算装置６３の被圧延材１の張力指令等を出力する。
　ここで、走間ロール開放・閉め込み指令演算装置６０、ロール位置指令演算装置６１、
張力・速度指令演算装置６２、および電流指令演算装置６３は、例えば、ＰＬＣ(program
mable　logic　controller)において、制御ソフトウェアによって具現化される。また、
速度制御装置４０、４１、電流制御装置４２、上・下ロール位置制御装置５１、５２は、
例えば、ＰＬＣにおいて、制御ソフトウェア、電子回路等によって具現化される。
【００３０】
＜上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の被圧延材１からの開放動作＞
　次に、走間(被圧延材１が走行中)に作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を被圧延材１から開放す
る動作について、図２、図３を用いて説明する。
　なお、図２(ａ)は、走間(被圧延材１が走行中)の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の被
圧延材１からの開放動作時の圧延機３の電動機２１による上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ
２の速度である圧延機速度を示す図であり、図２(ｂ)は、走間(被圧延材１が走行中)の被
圧延材１に対する圧延荷重、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力を示す図であ
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り、図２(ｃ)は、走間(被圧延材１が走行中)の圧延機３の入側および出側の被圧延材１の
張力実績を示す図であり、図２(ｄ)は、走間(被圧延材１が走行中)の圧延機３の入側およ
び出側の被圧延材１の速度実績を示す図である。
　図３は、走間(被圧延材１走行中)の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の被圧延材１から
の開放の動作フローの例を示す図である。
【００３１】
　走間(被圧延材１走行中)に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を開放する際には、先ず、
図３のＳ１０１において、電動機２１により圧延機（ミル）の上・下作業ロールＲｓ１、
Ｒｓ２を減速(図２(ａ)の(１)参照)し、図３のＳ１０２において、ミル速度が低速領域(
３０～５０ｍｐｍ)になったか否か判断する。
　ミル速度が低速領域(３０～５０ｍｐｍ)になっていない場合(図３のＳ１０２でＮo)、
図３のＳ１０１に移行し、圧延機（ミル）の作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を減速する。
　一方、ミル速度が低速領域（３０～５０ｍｐｍ）に達した場合(図３のＳ１０２でＹes)
、図３のＳ１０３ａにおいて、圧延機３の減速レートを変更し(図２(ａ)の(２)参照)、緩
やかに減速させ、極低速状態（３０ｍｐｍ未満）とする。
【００３２】
　本実施形態では、操業上のオフゲージを最小限に抑えるため、極低速まで減速するが、
６０ｍｐｍ未満の低速状態であれば、問題無い。また、減速レートの変更方法は、１段階
、または、速度や時間に応じた多段階、無段階でもよく、圧延機３の速度および、圧延機
３の入側、出側の被圧延材１の速度および張力が安定して極低速状態へ移行できる速度指
令であればよい。
　ミル速度が低速時においては、被圧延材１の板厚を一定に保持しようとすると、被圧延
材１に加える荷重が上昇することがあるため、図３のＳ１０３ｂにおいて、低速状態にて
、荷重一定または荷重が一定値以上にならないよう、下ロール位置制御装置５１を操作す
る(図２(ｂ)の(３)参照)。
【００３３】
　図３のＳ１０４において、ミル速度(圧延機３の速度)が極低速状態になったか否か判断
する。ミル速度(圧延機３の速度)が極低速状態にならない場合(図３のＳ１０４でＮo)、
図３のＳ１０３ａ、Ｓ１０３ｂに移行する。
　ミル速度(圧延機３の速度)が極低速状態になった場合(図３のＳ１０４でＹes)、図３の
Ｓ１０５において、ミル速度(圧延機３の速度)を一定に制御し、図３のＳ１０６ａにおい
て、荷重目標値を変更、または下ロール位置制御装置を操作して下ロール位置を下方へ操
作し、被圧延材１にかかる圧延荷重を減少させる(図２(ｂ)の(４)参照)。同時に、図３の
Ｓ１０６ｂにおいて、上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２のベンダ圧力も減少させ
る(図２(ｂ)の(５ａ)参照)。
【００３４】
　また、図３のＳ１０６ｃにおいて、圧延機３の入側および出側の張力が同じになるよう
張力目標値を変更する(図２(ｃ)の(５ｂ)参照)。
　なお、上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２のベンダ圧力とは、上作業ロールＲｓ
１、下作業ロールＲｓ２の撓み(中央部に被圧延材１が挟まれるために中央部が外方に変
形するとともに両端部が内方に変形する撓み)を抑制するため、上作業ロールＲｓ１、下
作業ロールＲｓ２のそれぞれの両端部に外方に向けて加える圧力をいう。
【００３５】
　図３のＳ１０７において、圧延機３の入側または出側の被圧延材１に大きな張力変動を
検出した(図２(ｃ)の(６ａ)参照)か否か、または圧延機３の入側および出側の速度実績の
差がある一定の範囲内（１％未満）になったか否か(或いは、圧延機３の入側および出側
の速度比が１または１近傍値になったか否か)(図２(ｄ)の(６ｂ)参照)、または、被圧延
材１への圧延荷重が下限値になった(図２(ｂ)の(６ｃ)参照)か否か判断する。
【００３６】
　図３のＳ１０７で、圧延機３の入側または出側の被圧延材１に大きな張力変動を検出せ
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ず、かつ圧延機３の入側および出側の速度実績の差がある一定の範囲内（１％未満）にな
らず(或いは、圧延機３の入側および出側の速度比が１近傍値にならず)、かつ圧延荷重が
下限値にならない場合(図３のＳ１０７でＮo)、図３のＳ１０６ａ、Ｓ１０６ｂ、Ｓ１０
６ｃに移行する。
【００３７】
　一方、図３のＳ１０７で、入側または出側の大きな張力変動を検出、または圧延機３の
入側および出側の速度実績の差がある一定の範囲内（１％未満）(或いは、圧延機３の入
側および出側の速度比が１近傍値)、または圧延荷重が下限値になったと判断された場合(
図３のＳ１０７でＹes)、被圧延材１が塑性変形から弾性変形へ移行したと判断し、図３
のＳ１０８ａにおいて、下ロール位置制御装置５２を操作し、被圧延材１への圧延荷重を
一定に制御し(図２(ｂ)の(７ａ)参照)、図３のＳ１０８ｂにおいて、上・下作業ロールＲ
ｓ１、Ｒｓ２がそれぞれ中間ロールＲｃ１、Ｒｃ２または、バックアップロールＲｂ１、
Ｒｂ２とスリップしないよう、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力をバランス
圧力(ベンダ圧力と上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のそれぞれの重さが釣り合う状態)ま
で上昇させる(図２(ｂ)の(７ｂ)参照)。
【００３８】
　続いて、図３のＳ１０９において、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力実績
がバランス圧力以上に上昇し、かつ圧延機３の入側および出側の張力実績が等しくまたは
その差がある一定値の範囲内になった(図２(ｂ)の(８)参照)か否か判断される。
　図３のＳ１０９において、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力実績がバラン
ス圧力以上に上昇しないか、または圧延機３の入側および出側の被圧延材１の張力実績が
等しくまたはその差がある一定値の範囲内にないと判断された場合(図３のＳ１０９でＮo
)、図３のＳ１０８ａ、Ｓ１０８ｂに移行する。
【００３９】
　一方、作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力実績がバランス圧力以上に上昇し、圧延
機３の入側および出側の被圧延材１の張力実績が等しく、または、その差がある一定値の
範囲内になったと判断された場合(図３のＳ１０９でＹes)、図３のＳ１１０ａにおいて、
下ロール位置制御装置５２を操作し、下作業ロールＲｓ２を下方に移動し被圧延材１から
開放する(図２(ｂ)の(９)参照)。
　同時に、図３のＳ１１０ｂにおいて、圧延荷重がある一定値以下に減少したら、上ロー
ル位置制御装置５１を操作し、上作業ロールＲｓ１の位置を上昇させる(図２(ｂ)の(９)
参照)。
【００４０】
　続いて、図３のＳ１１１において、下作業ロールＲｓ２が被圧延材１が搬送されるパス
ライン位置より所定値Ｘｍｍ以上の位置に到達したか否か判断される。例えば、被圧延材
１の板厚が３ｍｍの場合、Ｘｍｍは２ｍｍが設定できる。Ｘは、被圧延材１と下作業ロー
ルＲｓ２が接触しない値であれば良い。
　下作業ロールＲｓ２が被圧延材１が搬送されるパスライン位置より所定値Ｘｍｍ以上の
位置に到達しないと判断される場合(図３のＳ１１１でＮo)、図３のＳ１１０ａに移行す
る。
【００４１】
　一方、図３のＳ１１１で、下作業ロールＲｓ２が被圧延材１が搬送されるパスライン位
　置より所定値Ｘｍｍ以上の位置に到達したと判断される場合(図３のＳ１１１でＹes)、
終了する(図２(ｂ)の(１０)参照)。
　また、図３のＳ１１２において、上作業ロールＲｓ１の位置が、被圧延材１が搬送され
るパスライン位置より所定値Ｘｍｍ以上の位置に到達したか否か判断される。なお、Ｘは
、被圧延材１と上作業ロールＲｓ１が接触しない値であれば良い。
【００４２】
　上作業ロールＲｓ１の位置がパスラインよりＸｍｍ以上の位置に到達していないと判断
された場合(図３のＳ１１２でＮo)、図３のＳ１１０ｂに移行する。
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　一方、上作業ロールＲｓ１の位置がパスラインよりＸｍｍ以上の位置に到達したと判断
された場合(図３のＳ１１２でＹes)、終了する(図２(ｂ)の(１０)参照)。
　以上が、図３に示す走間(被圧延材１走行中)の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の被圧
延材１からの開放の動作フローである。
【００４３】
＜＜走間に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を被圧延材１に閉め込む際の動作＞＞
　次に、圧延装置Ｓの走間(被圧延材１の走行中)に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を被
圧延材１に閉め込む動作について、図５に従って説明する。
【００４４】
　なお、図４は、被圧延材１が６０ｍｐｍ以下の低速状態において、走間(被圧延材１の
走行中)に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を被圧延材１に閉め込む際の動作チャートを
示しており、図４(ａ)は、走間(被圧延材１走行中)の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の
被圧延材１への閉め込み動作時の圧延機３の電動機２１による上・下作業ロールＲｓ１、
Ｒｓ２の速度である圧延機速度を示す図であり、図４(ｂ)は、走間(被圧延材１走行中)の
被圧延材１に対する圧延荷重、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力を示す図で
あり、図４(ｃ)は、走間(被圧延材１走行中)の圧延機３の入側および出側の張力実績を示
す図であり、図４(ｄ)は、走間(被圧延材１走行中)の圧延機３の入側および出側の被圧延
材１の速度実績を示す図である。
　図５は、被圧延材１走行中(走間)に上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２を被圧延
材１に閉め込む際の動作フローを示す図である。
【００４５】
　走間(被圧延材１走行中)に、上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２を被圧延材１に
閉め込む際には、先ず、図５のＳ２０１において、図１に示す被圧延材１が６０ｍｐｍ以
下の低速で走行中に、電動機２１によりミル（圧延機３）の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒ
ｓ２の運転を開始し、圧延機速度(上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２の回転速度)
が、６０ｍｐｍ以下の低速の被圧延材１より速い場合には圧延機３(上作業ロールＲｓ１
、下作業ロールＲｓ２)を減速させ、圧延機３の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の周速
と被圧延材１の速度が同じになるように、速度制御装置４１の電動機２１への速度指令を
調整する(図４(ａ)の(１)参照)。
【００４６】
　図５のＳ２０２において、圧延機３(上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２)と被圧
延材１の速度差が零または一定範囲内に入ったか否か判断される。
　圧延機３(上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２)と被圧延材１の速度差が零または
一定範囲内に入っていないと判断された場合(図５のＳ２０２でＮo)、図５のＳ２０１に
移行する。
【００４７】
　一方、圧延機３(上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２)と被圧延材１の速度差が零
または一定範囲内に入ったと判断された場合(図５のＳ２０２でＹes)、図５のＳ２０３ａ
、Ｓ２０３ｂにおいて、図１に示す走間ロール開放・閉め込み指令演算装置６０が、ロー
ル位置指令演算装置６１へロール閉め込み指令を出力し、ロール位置指令演算装置６１が
上ロール位置制御装置５１および下ロール位置制御装置５２に、閉め込み方向の指令を出
力し、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２で被圧延材１を閉め込む(図４(ｂ)の(２)参照)。
【００４８】
　図５のＳ２０４において、荷重検出器８(図１参照)にて被圧延材１の圧延荷重を検出し
、圧延荷重が一定値以上になったか否か判断される。
　圧延荷重が一定値以上になっていない場合(図５のＳ２０４でＮo)、図５のＳ２０３ａ
、Ｓ２０３ｂに移行する。
　一方、圧延荷重が一定値以上になった場合(図５のＳ２０４でＹes)、図５のＳ２０５に
おいて、ロール位置指令演算装置６１(図１参照)が、圧延荷重が一定になるよう、下ロー
ル位置制御装置５２に位置指令を出力し、荷重一定制御を行う(図４(ｂ)の(３)参照)。
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【００４９】
　続いて、図５のＳ２０６において、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力を、
バランス圧力から、減少させる(図４(ｂ)の(４)参照)。
　図５のＳ２０７において、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力のバランス圧
力からの減少が完了したか判断される。
　図５のＳ２０７において、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力のバランス圧
力からの減少が完了しないと判断された場合(図５のＳ２０７でＮo)、図５のＳ２０６に
移行する。
【００５０】
　一方、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力のバランス圧力からの減少が完了
した場合(図５のＳ２０７でＹes)、図５のＳ２０８ａにおいて、走間ロール開放・閉め込
み指令演算装置６０(図１参照)の指令によりロール位置指令制御装置６１が下ロール位置
制御装置５２へ閉め込み指令を出力し、下ロール位置制御装置５２の指令により下作業ロ
ールＲｓ２で被圧延材１を閉め込み被圧延材１への荷重を上昇させる(図４(ｂ)の(５)参
照)、同時に図５のＳ２０８ｂにおいて、被圧延材１の形状変化を最小限に抑えるため上
・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダの圧力を上記荷重とともに増加させる(図４(ｂ)
の(６)参照)。また、図５のＳ２０８ｃにおいて、走間ロール開放・閉め込み指令演算装
置６０が、張力・速度指令演算装置６２の圧延機３の入側の速度制御装置４０、４１への
張力指令および出側の電流指令演算装置６３への張力指令を圧延スケジュール設定値へ変
更する(図４(ｃ)の(７)参照)。
【００５１】
　被圧延材１への圧延荷重を上昇させる段階にて、被圧延材１が弾性変形状態から塑性変
形状態へ移行する。この状態の遷移は、図１に示す圧延機３の入側または出側の圧延機入
側張力検出器９または圧延機出側張力検出器１０で検出される張力実績値が減少すること
、または圧延機３の入側の圧延機入側速度検出器６および出側の圧延機出側速度検出器７
でそれぞれ検出される被圧延材１の板速度実績に速度差が現れること(或いは、被圧延材
１の入側と出側の速度比が１でなくなること)から検出できる。
【００５２】
　図５のＳ２０９において、圧延荷重が目標荷重に到達し、かつ、走間ロール開放・閉め
込み指令演算装置６０の張力変更が完了したか否か判断される。
　被圧延材１への圧延荷重が目標荷重に到達していないか、または、走間ロール開放・閉
め込み指令演算装置６０の張力変更が完了していない場合(図５のＳ２０９でＮo)、図５
のＳ２０８ａ、図５のＳ２０８ｂ、図５のＳ２０８ｃに移行する。
　一方、圧延荷重が目標荷重に到達し、かつ、走間ロール開放・閉め込み指令演算装置６
０の張力変更が完了した場合(図５のＳ２０９でＹes)、図５のＳ２１０において、圧延機
３の加速レートを低下させた状態から圧延機３の加速を開始する(図４(ａ)の(８)参照)。
【００５３】
　続いて、図５のＳ２１１において、圧延機３(上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ
２)の速度がある一定の速度以上に達したか否か判断される。
　圧延機３(上作業ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２)の速度がある一定の速度以上に達
していない場合((図５のＳ２１１でＮo)、図５のＳ２１０に移行する。
　一方、圧延機３の速度がある一定の速度以上に達した場合(図５のＳ２１１でＹes)、図
５のＳ２１２において、加速レートを通常の加速レートへ戻して更に加速して(図４(ａ)
の(９)参照)、通常の圧延状態へ移行する(図４(ａ)の(１０)参照)。
【００５４】
　ここで、加速レートの変更は、１回のみ変更する１段階でも、圧延機３の速度(上作業
ロールＲｓ１、下作業ロールＲｓ２の回転速度)または時間により多段階に変化させても
よく、さらには連続的に無段階に変化させてもよい。
　以上が、図５に示す圧延装置Ｓの走間(被圧延材１の走行中)に上・下作業ロールＲｓ１
、Ｒｓ２を被圧延材１に閉め込む動作のフローである。
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【００５５】
＜＜まとめ＞＞
　本実施形態の圧延装置Ｓ(図１参照)では、被圧延材１の圧延から上・下作業ロールＲｓ
１、Ｒｓ２の開放まで、各々の状態を段階的に遷移させて、走間(被圧延材１の走行中)に
上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の被圧延材１からの開放、被圧延材１への閉め込みを行
う。また、これらの動作を、被圧延材１の送りが６０ｍｐｍ以下で行うことにより、製品
(圧延品)のオフゲージを最小限に抑え、さらに上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２と被圧延
材１に傷を発生させること無く、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を開放、閉め込みさせ
ることができる。
【００５６】
　圧延装置Ｓにおいて、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を開放する場合は、先ず、通常
の圧延状態から減速し、低速での圧延状態とする。
　このとき、安定した圧延状態を保持しながら減速するため、段階的に減速しても良い。
　被圧延材１の送りを３０ｍｐｍ未満の極低速とすれば、さらに安全に上・下作業ロール
Ｒｓ１、Ｒｓ２の開放、閉め込み処理が可能となる。被圧延材１の送りが低速（３０ｍｐ
ｍ以上）の圧延状態から、極低速（３０ｍｐｍ未満）へ減速する際には、減速レートが大
きい、すなわち早く減速させると、圧延機３の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２が停止し
てしまうため、圧延機３の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の速度指令の減速レートを段
階的に変化させ、緩やかに減速させる。
【００５７】
　また、低速時において、被圧延材１の板厚が目標値になるように、上・下作業ロールＲ
ｓ１、Ｒｓ２間のギャップを制御すると、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の被圧延材１
への荷重が上昇し、被圧延材１の板形状が悪化する。
　そこで、低速圧延状態から極低速圧延状態に移行する場合には、上・下作業ロールＲｓ
１、Ｒｓ２にかかる荷重（圧延荷重）が一定の値になるように上・下作業ロールＲｓ１、
Ｒｓ２間のギャップを制御する。このとき、被圧延材１は、圧延機３の入側の板厚より、
出側の板厚が薄くなっており、被圧延材１が上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の荷重によ
って圧延され塑性変形する状態となっている。
【００５８】
　その後、圧延状態（塑性変形状態）から徐々に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２間のギ
ャップを開放し、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２による荷重をある一定の値、または被
圧延材１が弾性変形状態になるまで減少させ、被圧延材１を弾性変形の状態にする。
同時に、圧延機３の入側と出側の被圧延材１の張力が等しくなるように、入側、出側のロ
ール(入側速度制御ロール２、テンションリール４)の速度または、巻き取りリールである
テンションリール４のトルクを変更する。
【００５９】
　この過程で、被圧延材１が塑性変形状態から弾性変形状態に遷移する瞬間に、圧延機３
の入側および出側の被圧延材１の張力または被圧延材１の速度が変動する。そこで、圧延
機３の入側および出側の被圧延材１の張力の変動を最小限に抑えるため、圧延機３の入側
および出側の作業ロール(入側速度制御ロール２およびテンションリール４)の速度、また
はテンションリール４のトルクを変更する。
【００６０】
　これらの作業ロールの入側速度制御ロール２の速度およびテンションリール４の速度、
またはテンションリール４のトルクの変更量は、被圧延材１の張力の実績または、被圧延
材１の速度実績から算出する。結果として、被圧延材１の張力の変動を最小限に抑えるこ
とができ、安定した操業を継続することができる。
　また、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の荷重を減少させる際には、上・下作業ロール
Ｒｓ１、Ｒｓ２の撓み量が変化し、被圧延材１の形状も変化するため、被圧延材１の板形
状の変化が最小になるよう、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の撓み量を補正する上・下
作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダの圧力を減少させる。
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【００６１】
　次に、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２と中間ロールＲｃ１、Ｒｃ２、バックアップロ
ールＲｂ１、Ｒｂ２がスリップしないように、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベンダ
の圧力を上昇させ、さらに上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を開放して、被圧延材１から
上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を引き離す。このとき、被圧延材１および上・下作業ロ
ールＲｓ１、Ｒｓ２の速度は１～６０ｍｐｍ程度の周速であり、上・下作業ロールＲｓ１
、Ｒｓ２が停止しているのとほぼ同様の状態で被圧延材１から作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２
を引き離すことができるため、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２と被圧延材１とのスリッ
プが発生しない。
【００６２】
さらに、被圧延材１の送りが３０ｍｐｍ未満の極低速状態とすれば、スリップが発生する
可能性を極限まで減少させることが可能である。
　このように、低速状態で段階的に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を被圧延材１から開
放することにより、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２と被圧延材１に擦り傷などを発生さ
せることなく、操業中に上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を開放することができる。
【００６３】
　上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を接触させる際は、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２
のベンダの圧力を上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２と中間ロールＲｃ１、Ｒｃ２またはバ
ックアップロールＲｂ１、Ｒｂ２とスリップしない圧力まで増加させ、被圧延材１を低速
状態まで減速または加速し、圧延機入側速度検出器６、圧延機出側速度検出器７等の板速
度計などの被圧延材１の速度検出手段で、被圧延材１の速度を検出し、上・下作業ロール
Ｒｓ１、Ｒｓ２の速度と被圧延材１の速度が一致するように、上・下作業ロールＲｓ１、
Ｒｓ２の速度を制御する。
【００６４】
　また、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の速度が被圧延材１の速度に追従するよう、上
・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の速度制御装置４１のDrooping量（電動機２１の負荷電流
を減少させるモータ回転速度の補正）をある一定の値に設定する。上・下作業ロールＲｓ
１、Ｒｓ２が被圧延材１に接触する際に、被圧延材１と上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２
の速度に差がある場合に、圧延機３のモータである電動機２１にトルクが発生する。Droo
ping量を最適な値に設定することで、トルク電流を打ち消すように作業ロール駆動モータ
である電動機２１の速度指令が補正されるため、被圧延材１と上・下作業ロールＲｓ１、
Ｒｓ２のスリップを防止できる。
【００６５】
　上側の上作業ロールＲｓ１の位置を被圧延材１のパスラインに合わせ、下作業ロールＲ
ｓ２の位置を徐々に上昇させて、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を被圧延材１に接触さ
せる。上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２が被圧延材に接触する接触状態は、荷重検出器８
で検出することができる。荷重検出器８で上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の荷重を検出
したら、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の荷重が被圧延材１の弾性変形状態を保つよう
な一定の値になるように下側の下作業ロールＲｓ２の高さ位置を制御する。上・下作業ロ
ールＲｓ１、Ｒｓ２の荷重が一定の値になったら、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２のベ
ンダの圧力を減少させる。
【００６６】
　次に、被圧延材１が圧延状態（塑性変形状態）になるまで、下側の下作業ロールＲｓ２
の位置を上昇させ、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を閉め込む。被圧延材１が塑性変形
状態になると、被圧延材１の圧延機３の入側板厚より圧延機３の出側板厚の方が小さくな
るため、圧延機３の入側および出側の被圧延材１の速度が変化する。
　したがって、被圧延材１が弾性変形状態から塑性変形状態へ遷移する状態は、圧延機３
の入側の圧延機入側速度検出器６および出側の圧延機出側速度検出器７で被圧延材１の速
度差(或いは速度比)を測定することにより、検出することができる。
【００６７】
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　被圧延材１が弾性変形状態から、塑性変形状態へ変化する際には、圧延機３の入側およ
び出側の被圧延材１の張力が減少するため、圧延機３の入側および出側の張力検出器であ
る圧延機入側張力検出器９、圧延機出側張力検出器１０、または圧延機入側および出側の
被圧延材１の速度検出器の圧延機入側速度検出器６、圧延機出側速度検出器７の実績から
圧延機入側および出側のロール速度、すなわち入側速度制御ロール２の速度およびテンシ
ョンリール４の速度、またはテンションリール４のトルク変更量を算出し、補正する。こ
の結果、被圧延材１の張力の変動量を最小限に抑えることができる。
【００６８】
　また、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を閉め込む際には、被圧延材１の形状が変化し
ないように、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の荷重の上昇と同時に上・下作業ロールＲ
ｓ１、Ｒｓ２のベンダ圧力を上昇させる。
　圧延機３の入側および出側の被圧延材１の張力を設定張力へ変更するように入側および
出側のロール速度(入側速度制御ロール２の速度およびテンションリール４の速度)、また
は巻き取りリール(テンションリール４)のトルクを変更する。
　被圧延材１の圧延状態が塑性変形状態に移行して、張力変動がある一定範囲内に収束し
てから、圧延機３の上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を加速し、通常の圧延の運転状態に
する。
【００６９】
＜＜作用効果＞＞
　上記圧延装置Ｓによれば、被圧延材１が低速操業中に圧延状態を段階的に遷移させるこ
とで、作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２や被圧延材１に擦り傷やスリップを発生させることなく
、作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を開放、締め込みすることが可能である。
　従って、圧延を続けながら、上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２の開放、閉め込みを行う
ことができる。
【００７０】
　そのため、圧延中に上・下作業ロールの組替えを行ったり、圧延機３を停止しないで、
被圧延材１の溶接点を上・下作業ロールＲｓ１、Ｒｓ２を開放した状態で通過させること
も可能となり、被圧延材１の板厚、板幅変更の自由度が向上する。
　こうして、操業モードの変更、および溶接部のある被圧延材１のスケジュール変更の自
由度が大きくなる。
【００７１】
　さらには、連続圧延機においては圧延を継続しながら、圧延するスタンド数（圧延を行
う圧延機３の台数）を変更することが可能となる。
　また、被圧延材１にロールマークが発生しないことから、歩留まりが向上するとともに
、圧延機３を停止せずに操業を継続することが可能となり、操業効率が飛躍的に向上する
。
【産業上の利用可能性】
【００７２】
　冷間圧延設備における走間(被圧延材１の走行中)上・下作業ロールの組替え、走間圧延
スタンド(圧延機３)数変更、走間操業方法切替えなどに幅広く利用可能である。
【符号の説明】
【００７３】
　１　　　被圧延材
　３　　　圧延機
　６　　　圧延機入側速度検出器(入側の被圧延材速度検出手段)
　７　　　圧延機出側速度検出器(出側の被圧延材速度検出手段)
　８　　　荷重検出器(荷重検出手段)
　９　　　圧延機入側張力検出器(入側の張力検出手段)
　１０　　圧延機出側張力検出器(出側の張力検出手段)
　２１　　電動機(作業ロールを駆動する電動機)
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　３１　　速度検出器(電動機速度検出手段)
　４１　　速度制御装置(速度制御手段、制御装置)
　５１　　上ロール位置制御装置(ロールギャップ制御装置)
　５２　　下ロール位置制御装置(ロールギャップ制御装置)
　６０　　走間ロール開放・閉め込み指令演算装置(制御装置)
　６１　　ロール位置指令演算装置(ロール位置演算手段、速度比圧延判定手段、張力圧
延判定手段、制御装置)
　６２　　張力・速度指令演算装置(張力・速度指令演算手段、制御装置)
　Ｒｓ１　上作業ロール
　Ｒｓ２　下作業ロール
　Ｓ　　　圧延装置

【図１】 【図２】
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